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総務省承認：  No.23026 提 出 先：社団法人 経済産業統計協会 
   秘           承認期限： 平成14年12月31日まで 

 

調査期日：平成14年3月31日現在 
提出期限：平成14年7月31日 この調査により報告された記入内容は、 

統計法により秘密が保護されます。 提出部数：１部 

                                                                         整理番号       

 経済産業省 情報処理実態調査 

（平成１４年） 情報処理実態調査票 

１ 企業又は事業団体の概要（この調査は、企業単位となっています。） 

 

フリガナ欄 

                        

 

   

                       

 

 

   企業名又は事業団体名 
 

 
 

 

      
郵 便 番 号 

 

        

 

 

 

 

 

 

－

  

  

 

 

 

 

 

本社又は 

本部所在 

地 

都道府県コード(注1) 
  

 

  作 成 者 の 所 属 部 課 名 
 

  作成者の職名及び氏名（連絡先） 
 

                                  
                              電話     （        ） 

（注１）都道府県コード、業種コードについては、別冊の「記入要領」を参照の上記入してください。 

業種コード(注1) 
  

 ＊ 必ず記入してください。 

  経営組織の分類            該当するものの番号に○を付けてください。 

番     号 １ ２ ３ ４ ５ ６ 

   
経営組織（注２） 

 

 株式会社 

 有限会社 

 合資会社 

 合名会社 

 相互会社 

その他の法人 

（財団、社団、医療法人及

び協同組合） 

法人でない団体

 

  （注３） 
 個人経営 

学 校(注4) 
（大学、短大、高専、専修

学校及び各種学校） 

（注３）「法人でない団体」とは、法人格のない組合、任意の団体をいいます。（注４）“大学の附属病院”は「その他の法人」に入れ

てください。 

経 営 組 織 
 の 概 要 

  資本金額又は出資金額（注５) 
十兆   兆    千億    百億   十億     億     千万    百万円

  年 間 事 業 収 入（注６） 
百兆  十兆     兆    千億   百億    十億    億     千万    百万円 

 総 従 業 者 （注７）
人

平成１３年度 
     

   
      

  

   

   

         

 

 (注5)～(注7)､及び以下の調査記入事項に関する(注)については､別冊の｢記入要領｣を参照の上記入してください。 

 本調査に関して、後ほど当方から照会の依頼をさせて頂くことがございます。大変お手数ですが、提出する本調査票をコピーして保管するようお願いいたします。
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２－１ 情報処理関係諸経費の状況 
 情報処理に使用した諸経費を項目別に記入してください。なお、期間は、平成1３年４月１日～平成1４年３月31日までの１年間とします。レンタル／リース

料は「レンタル料とリース料の合計額」を記入してください。（平成1３年４月１日～平成1４年３月31日） 
 費 用 区 分 項       目 金  額  （単位：万円） 

 千億    百億    十億     億     千万   百万    十万     万円

減価償却費（買取りの場合）                

レンタル／リース料(1３.4.1～1４.3.31)の12カ月分(注2)          
 ハードウェア 
 関 連 費 用 
      （注1） 

導入諸掛り、その他（注３）          

ソフトウェア減価償却費（注４）          

ソフトウェア使用料１（レンタル／リース料）（注２）         

ソフトウェア使用料２（ASP）（注５）          

 ソフトウェア 
 関 連 費 用 

ソフトウェア作成・システム開発委託料（注６）          

データ作成／入力費（データ入力委託料）等（注７）          

外部コンピュータシステムの委託情報処理費（ｵﾝﾗｲﾝ）（注８）         

同上                   （ｵﾌﾗｲﾝ）(注９)          

システムの保守・運用・管理における外部委託費（注１０）         

情報システムの企画・設計コンサルタント費 （注1１）         

一般社員の教育・訓練等費用（注1２）          

情報処理要員の教育・訓練等費用（注1３）          

外部派遣要員人件費（注1４）         

 サ ー ビ ス 
 関 連 費 用 

その他サービス料（注1５）          

通信回線使用料          
通信関連費用 

ネットワーク加入、使用料         

人  件 費 情報システム部門等の社内要員（専従者）人件費（注1６）          

そ の 他 費 用（注1７）          

         合           計          

 回答事業者が、情報処理サービス・ソフトウェア専業で会社全体の経費と区別できない場合は、全体の経費を項目別に記入してください。 

２－２ 情報処理関係諸経費の今後の見通し（注１） 

 平成１４年度の情報処理関係諸経費の予算額（総額）及び平成１５年度の情報処理関係諸経費の見込額（総額）を記入してください。内訳欄には「ハード

ウェア関連」、「ソフトウェア関連」、「サービス関連」及び「その他」の別に予算額及び見込額の構成比率を記入してください。 

            内 訳 構 成 （比率％）   （注３）  

情報処理関係諸経費の総額（単位：万円）（注２）     
 

千億   百億  十億   億  千万   百万  十万   万円

ﾊｰﾄﾞｳｪｱ

関連     
 

% 

ｿﾌﾄｳｪｱ 

関連 

 
% 

ｻｰﾋﾞｽ 

関連     
 

% 

通信関連

費・人件

費・その

他  % 

合計 

1.平成1４年度の予算額 
        

   
       

100% 

2.平成1５年度の見込額 
              

 
100% 
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３ 情報処理要員等の状況 
  一般社員・派遣社員・情報処理要員等の数を記入してください。 

一般社員 情報処理要員   一般社員・情報処理要員の種類 

 

 

 

 社内・外部の別 

コンピュー

タ利用者数 

(注2)      
    人 

コン

ピュータ

管理者数

（注3）
人 

プログラ

マ数 

（注4)   
   人 

S E数 
（注5） 

 
人

ネット

ワーク管

理者数

(注6)人

システム企

画・管理者

（CIO等）数 

（注７）人 

その他（パ

ンチャ・オ

ペレータ

等） 人 

社内の情報システムの利用者数(注8) 
(平成1４年3月31日現在の実人員数､注1) 

            

外部からの派遣要員数 

(平成1４年3月31日現在の実人員数､注1) 
            

 

４ コンピュータの導入形態別保有台数 
  コンピュータの導入形態別の保有台数を記入してください。 

   保有形態 
コンピュータの種類 

買い取り                  
（台）
 

レンタル／リース 
                  （台）

 

メインフレーム（ワークステーションサーバ、ｽｰﾊﾟｰ

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ、オフコン等含）（注１） 

            

ﾜｰｸｽﾃｰｼｮﾝｸﾗｲｱﾝﾄ（注２） 
  

パソコン（注３） 
  

携帯ネットワーク端末（注４）   

５－１ ネットワークの利用状況   ５－２インターネットの利用状況 

活用しているネットワークの状況について該当              ・インターネットを利用している企業が回答して下さい。  
するものの番号に○を付けてください。（複数回答可）      企業又は事業者の業種が「２５．学校教育（学術研究機関を含               
                                                         む）」場合は、ID数は、従業者が利用しているID数（教育用、 
                             研修用に学生が利用しているID等を除く）を記入して下さい。 

保 有 ネ ッ ト ワ ー ク の 形 態   番号 電子メールID数（注１）       

部門ＬＡＮ（注１）    １ ドメイン登録の件数（注２） 
      

 

 

 

 

  

 

個 

 

件 

基幹ＬＡＮ（注２）    ２ 

ＷＡＮ（注３）    ３ 

 
  ・インターネットを利用していない企業が回答して下さい。  
    今後１年以内にインターネットを利用する予定がありますか。 

企業間ネットワーク（注４）    ４       
   ある   ない 

インターネット（注５）    ５ 

 

６ コンピュータシステムに接続されている通信回線の種類別利用状況 
コンピュータシステムに接続している通信回線の種類別の料金と、貴社の通信回線のうち容量が最大のものの容量を記入してください。 

ダイアルアップ 専用線 

デジタル 

  回線の種類 
 

 

 

 

利用料金と容量 

アナログ ISDN アナログ
及び低速

デジタル

回線 

（注１） 

高速ﾃﾞｼﾞﾀﾙ回

線、ﾌﾚｰﾑﾘﾚｰ、

ATM等 
（注２） 

IP-VPN, ｲ ｰ ｻ
ﾈｯﾄ等 

（注３） 

私設回線

（注４）
xDSL 
（ADSL
等） 

CATV FTTH 
(B ﾌﾚｯﾂ、
Broad 
Gatee02
等) 
（注５） 

その他 

通信料金（注６） 

（千円／月） 

                           

容量（Mｂｐｓ） 
  （注７） 
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７―１ 適用業務別情報システムの取り組み状況 
 現在使用している情報システムについて、本年度と来年度の取り組み状況について該当欄に○を付けてください。 

本年度の 

取り組み状況 

来年度以降の 

取り組み予定 

     

  取り組み状況 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

情報システムの種類 

新
た
な
シ
ス
テ
ム
の
構
築
若
し
く
は
シ
ス

テ
ム
の
世
代
交
代
に
取
り
組
ん
で
い
る 

従
来
構
築
し
て
き
た
シ
ス
テ
ム
を
運
用
し

て
い
る 

シ
ス
テ
ム
を
構
築
し
て
い
な
い 

新
た
な
シ
ス
テ
ム
の
構
築
若
し
く
は
シ
ス

テ
ム
の
世
代
交
代
を
行
う
具
体
的
な
予
定

が
あ
る 

新
た
な
シ
ス
テ
ム
の
構
築
若
し
く
は
シ
ス

テ
ム
の
世
代
交
代
を
行
う
具
体
的
な
予
定

は
な
い
が
、
関
心
は
あ
る 

新
た
な
シ
ス
テ
ム
の
構
築
若
し
く
は
シ
ス

テ
ム
の
世
代
交
代
の
予
定
は
な
い 

基幹系システム(注１) １ ２ ３ １ ２ ３ 

生産・流通管理システム（注２） １ ２ ３ １ ２ ３ 

設計・製造管理システム（注３） １ ２ ３ １ ２ ３ 

情報系システム（注４） １ ２ ３ １ ２ ３ 

戦略的新規システム（注５） １ ２ ３ １ ２ ３ 

その他 １ ２ ３ １ ２ ３ 

 

７－２ 情報システムの構築状況 

 導入している情報システムの適用範囲と構築形態について、該当する項目に○をつけて下さい。 

構築形態 
ネット 

ワーク 

適用範囲 

 

ソフト ハード アウトソー
シング先 

 

     構築状況 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

情報システムの種類 

担
当
部
門
内
の
シ
ス
テ
ム
と
し
て
構

築
し
て
い
る 

部
署
横
断
的
な
全
社
的
な
シ
ス
テ
ム

と
し
て
構
築
し
て
い
る 

関
連
会
社
横
断
的
な
グ
ル
ー
プ
企
業

内
シ
ス
テ
ム
と
し
て
構
築
し
て
い
る

取
引
先
も
含
め
た
企
業
横
断
的
な
シ

ス
テ
ム
と
し
て
構
築
し
て
い
る 

外
部
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
（
注
１
） 

う
ち
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト 

内
部
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
（
注
２
） 

ASP

サ
ー
ビ
ス
（
注
３
） 

パ
ッ
ケ
ー
ジ
ソ
フ
ト
（
注
４
） 

委
託
開
発
（
注
５
） 

自
社
開
発
（
注
６
） 

メ
イ
ン
フ
レ
ー
ム
（
注
７
） 

ワ
ー
ク
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
（
注
８
） 

パ
ソ
コ
ン
（
注
９
） 

コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
メ
ー
カ
（
注10

） 

自
社
系
列
会
社
（
注11

） 

そ
の
他
（
注12

） 

基幹系システム １ ２ ３ ４ １ ２ ３ １ ２ ３ ４ １ ２ ３ １ ２ ３

生産・流通管理システム １ ２ ３ ４ １ ２ ３ １ ２ ３ ４ １ ２ ３ １ ２ ３

設計・製造管理システム １ ２ ３ ４ １ ２ ３ １ ２ ３ ４ １ ２ ３ １ ２ ３

情報系システム １ ２ ３ ４ １ ２ ３ １ ２ ３ ４ １ ２ ３ １ ２ ３

戦略的新規システム １ ２ ３ ４ １ ２ ３ １ ２ ３ ４ １ ２ ３ １ ２ ３

その他 １ ２ ３ ４ １ ２ ３ １ ２ ３ ４ １ ２ ３ １ ２ ３

「構築していない」システムについては、 

7-2,7-3の項目を回答する必要はありません。 
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７－３ 情報システム導入による効果 

 貴社の現在の情報システムがあげている効果について、「基幹系システム」と「基幹系以外の全項目で挙げたシステム」に分けて該当するものに○

をつけて下さい。（複数回答可。効果がなかった場合は、「特になかった」に○をつけて下さい。） 

 

 

基幹系システム 

 

前項目で挙げた基幹

系以外のシステム

＜効果＞   

A（業績）：売上又は収益改善につながった  

 A1：既存の売上が改善した 1 1 

 A2：新市場の売上シェア拡大につながった 1 1 

 A3：投資利益率（ROI）が向上した 1 1 

 A4：その他収益改善につながった 1 1 

 A5：特になかった 1 1 

Ｂ（顧客）：顧客満足度の向上、新規顧客の開拓につながった 

 Ｂ１：新規顧客の開拓に成功した 1 1 

 Ｂ２：既存の顧客に対し満足度向上が図れた 1 1 

 Ｂ３：顧客からの提案が新たなビジネスにつながった 1 1 

 Ｂ４：その他新たな市場の開拓につながった 1 1 

 Ｂ５：特になかった 1 1 

Ｃ（業務）：業務革新、業務効率化につながった   

 Ｃ１：在庫の圧縮につながった 1 1 

 Ｃ２：担当部門の人員削減につながった 1 1 

 Ｃ３：作業効率が改善した 1 1 

 Ｃ４：その他業務革新・業務効率化につながった 1 1 

 Ｃ５：特になかった 1 1 

Ｄ（学習）：従業員の満足度向上や職場の活性化につながった 

 Ｄ１：一人当たりの作業効率の向上につながった 

（担当業務の拡大、再訓練期間の短縮、一人当たり売上

向上など） 

1 1 

 Ｄ２：職場の活性化につながった（従業員からの提案が

増えた、従業員の提案を採択する機会が増えた、業務目

標との連動率が向上したなど） 

1 1 

 Ｄ３：社内の情報活用効率が改善した 

（情報システムの利用度が上がった、顧客情報を社員が

見る機会が増えた、品質管理や営業などに関する新たな

フィードバックが増えたなど） 

1 1 

 Ｄ４：その他従業員満足度、職場活性化につながった 1 1 

 Ｄ５：特になかった 1 1 

 

導入しているシステム 

効果 

(注１) 

(注１) 
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８－１ EC（電子商取引）（注１）の活用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 上記のＥＣを行っている品目に関して、以下の業務について情報システムを活用しているものに○を付けてください。 

 なお、BtoBとは、企業間取引のことで、対政府取引を含むものを、BtoCとは、対一般消費者取引を指します。ただし、企業等に副資材（MRO）

等の消費財を販売する場合にはBtoBに該当します。 
 

購入・調達 生産・販売 情報 

管理 

 

 適用業務 
 

 

 

BtoB 

とBtoCの別 

発
注 

財
・
サ
ー
ビ
ス
の
交

換
又
は
決
済 

受
注 

財
・
サ
ー
ビ
ス
の
交

換
又
は
決
済 

生
産
・
物
流
・
販
売

在
庫
管
理
（SCM

等
） 

ア
フ
タ
ー
サ
ー
ビ
ス 

顧
客
情
報
管
理 

(CRM

等) 

BtoB EC 
       

公衆ｲﾝﾀｰﾈｯﾄを介した

BtoB EC（注２） 

       

BtoC EC 
       

 

８－２ EC(電子商取引)の取引高 （ECを実施していない企業も要回答） 

  貴社の平成１３年度１年間における全商取引額と、うちEC額（＝ECで成約した取引高）の状況を、BtoB購入、BtoB販売、BtoC販売の別に記

入してください。ECを実施していない企業は全商取引額のみ記入してください。 

 

全商取引（注１） 

 EC額（注２） 

全商取引 

・ EC額 

 （円） 

 

取引形態 

十
兆 

兆 千
億 

百
億 

十
億 

億 千
万 

百
万 

兆 千
億 

百
億 

十
億 

億 千
万 

百
万 

BtoB購入 

 

               

BtoB販売 

 

               

BtoC販売 

 

               

ECの定義： 
 財・サービスの売買に関する商取引行為のうち、受発注がコンピュータを介したネットワーク上（インターネットを含む）※で

行われるものを指します。 

 受発注とは、売買の契約における購入又は販売の申込みを伝えるもので、将来の契約に結びつくような予約の申込み

も含みます。一方、受発注の準備行為に該当する購入前調査，見積，条件交渉等は定義から除外します。また、電

子メールでの受発注も含みません。 
 

※ コンピュータを介したネットワークの例：EDI、CALS、商用VAN、IP-VPN、インターネットEDI、e-マーケットプレース、

ホームページ等 
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９－１ 情報セキュリティの現状 
 貴社の情報システムに関し、情報セキュリティ上昨年１年間に生じたトラブルについて、該当するものに○をつけて下さい。「トラブルの状況」は、

最も被害が大きいものを1つ選んで下さい。「経験頻度」は、「トラブルの状況」で回答したものについてお応え下さい。ただし、トラブルの種類が明

確でない場合は、「その他」に分類してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９－２ 情報セキュリティの対策状況 
 貴社が情報セキュリティに関して、実施している「対策の状況」と実施した「効果」について各々1つずつ○をつけて下さい。をご記

入ください。 

 対策の種類 対策の状況 効果
1 2 3 1 2 3 4
既
に
対
策
を

講
じ
て
い
る

対
策
の
実
施

を
検
討
し
て

い
る

対
策
を
講
じ

て
い
な
い

効
果
が
あ
っ

た 具
体
的
効
果

は
不
明
だ
が

必
要
だ
と
考

え
て
い
る

あ
ま
り
効
果

が
な
い

よ
く
わ
か
ら

な
い

＜セキュリティポリシー＞ 　

セキュリティポリシーの策定 1 2 3 1 2 3 4

策定されたセキュリティポリシーの定期的
な見直し

1 2 3 1 2 3 4

＜責任・教育体制＞

全社的なセキュリティ管理者の配置 1 2 3 1 2 3 4

部門毎のセキュリティ管理責任者の配置 1 2 3 1 2 3 4

従業員に対する情報セキュリティ教育 1 2 3 1 2 3 4

<防御措置＞

重要なコンピュータ室への入退出管理 1 2 3 1 2 3 4

重要なシステムへの内部でのアクセス管
理

1 2 3 1 2 3 4

外部接続へのファイアウオールの設置 1 2 3 1 2 3 4

＜監視体制＞

セキュリティ監視ソフトの導入 1 2 3 1 2 3 4

外部専門家による常時セキュリティ監視 1 2 3 1 2 3 4

＜監査体制＞

外部専門家による定期的なシステム監査 1 2 3 1 2 3 4

内部による定期的なシステム監査 1 2 3 1 2 3 4

トラブルの種類 トラブルの状況 経験頻度
1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5
シ
ス
テ
ム
全
体
が
ダ

ウ
ン
し
た

半
数
以
上
の
端
末
が

ダ
ウ
ン
し
た

１
割
程
度
の
端
末
が

ダ
ウ
ン
し
た

数
台
の
端
末
が
ダ
ウ

ン
し
た

障
害
は
あ

っ
た
が
ダ

ウ
ン
に
は
至
ら
な

か

っ
た

特
に
障
害
は
経
験
し

な
か

っ
た

１
０
０
回
以
上
経
験

し
た

１
０
回
以
上
経
験
し

た 複
数
回
経
験
し
た

１
回
経
験
し
た

特
に
障
害
は
な
か

っ

た

＜システムトラブル＞
システム内部の障害
（ハード、ソフト等の問題）

1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5

内部の設備的な障害
（電源、空調等の問題）

1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5

内部の人為的な障害
（操作ミス等の問題）

1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5

外部事業者による障害
（通信事業者等の問題）

1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5

自然災害による障害
（地震、火災等の問題）

1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5

＜不正アクセス＞
コンピュータ室への侵入等物理的な不正ア
クセス障害

1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5

ネットワークを通じた不正アクセス侵害 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5
＜コンピュータウイルス＞
コンピュータウイルスによる障害 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5

＜その他＞ 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5


